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問1 地方公共団体の財源には、使い道が制限されない一般財源と、使い道が定められている特定財源があります。このうち、義務教育の費用や道路
の整備など、特定の行政活動の費用として国から地方公共団体へ支払われる資金を何といいますか。 （2015年 岐阜県公立入試 類似）

1. 国庫支出金 2. 地方交付税 3. 地方債 4. 地方税

問2 日本の地方自治制度では、住民が「地方議会の議員」と「首長（知事や市町村長）」の両方を直接選挙で選ぶ二元代表制が採用されています。
この仕組みにおける首長の権限や役割について、正しい説明はどれですか。 （2024年 京都府公立入試 類似）

1. 地域の独自のルールである条例を
自ら制定し、予算を独断で成立させ
る

2. 外国の政府との間で、地域の代表
として独自に条約を締結する

3. 憲法に基づき、国全体の決まりで
ある政令を制定し、国民に公布する

4. 地方議会が制定した条例や国の法
律に基づき、実際の行政事務を執行
する

問3 国から配られる「地方交付税」には、どのような役割があるのでしょうか？ （2016年 大分県公立入試 類似）

1. 県庁で働く人の給料だけを支払う
役割

2. 都道府県が国から借金をする役割 3.
特定の工事のためにお金を使う役割

4. 地域によって使えるお金に大きな
差が出ないようにする役割

問4 ある年度の統計において、歳入に占める割合が秋田県で14.7％、神奈川県で11.2％となっている「国庫支出金」の性質について説明したものと
して、最も適切なものはどれですか。 （2022年 岩手県公立入試 類似）

1. 地方公共団体間の財政力の格差を
是正するために、国から無条件に交
付される。

2. 地方公共団体が使い道を自由に決
めることができる財源である。

3. 都道府県や市区町村が、住民や企
業に対して直接課税して徴収する自
主財源である。

4. 国が特定の仕事を指定して交付す
る財源であり、道路建設や生活保護
の給付などに使われる。

問5 1999年に制定された地方分権一括法により、国と地方公共団体の関係はそれまでの「上下・主従の関係」から大きく変化しました。現在の制度
において、国と地方公共団体が互いに独立した立場で協力し合う関係を何と呼びますか。 （2026年 鳥取県公立入試 類似）

1. 命令・統制の関係 2. 委任・受託の関係 3. 対等・協力の関係 4. 指導・監督の関係

問6 近年、日本において国から地方公共団体へ権限や財源を移譲する「地方分権」が進められています。この地方分権を推進することによって得ら
れる、地方公共団体側の最大の利点として最も適切な説明はどれですか。 （2016年 山形県公立入試 類似）

1. 全国どこでも全く同じ行政サービ
スを提供することで、地域による不
平等を完全になくせる点

2. 地方公共団体が地域の実情や地域
の特色をふまえ、自らの判断で独自
の政策を行えるようになる点

3. 国の強い指揮監督を受けることで
、地方公務員が責任を負うことなく
事務作業に専念できる点

4. 地方議会の議決を経ることなく、
国の決定をそのまま住民に強制でき
るようになる点

問7 ある地方公共団体が公表した資料において、スポーツ施設などの名称に企業名や商品名を付ける権利を売却する制度について、地方公共団体側
の利点は「施設の維持管理に必要な財源の確保」と説明されています。このとき、契約料を支払う企業側が得られる主な利点として、最も適切
な説明はどれですか。 （2019年 奈良県公立入試 類似）

1. 施設の運営や管理のすべてを自ら
執り行うことができる経営権の取得

2. その地域における事業活動におい
て法人税が全額免除される優遇措置

3. メディアや地図等で施設名が繰り
返し使用されることによる宣伝効果

4. 施設で発生したチケット代や物販
の利益を独占的に受け取る権利

問8 地方自治体の財政において、地方交付税交付金と国庫支出金の違いを説明したものとして、正しいものはどれか。 （2021年 広島県公立入試 類似）

1. 地方交付税交付金は住民が直接納
める自主財源だが、国庫支出金は国
から配分される依存財源である。

2. 地方交付税交付金はすべての都道
府県に一律の額が配分されるが、国
庫支出金は財政が豊かな自治体にの
み配分される。

3. 地方交付税交付金は返済の義務が
あるが、国庫支出金は返済の必要が
ない。

4. 地方交付税交付金は使い道が制限
されていないが、国庫支出金は義務
教育や道路建設など特定の事業への
使途が定められている。

問9 日本の地方自治制度における首長の選出や条件について、内閣総理大臣と比較した内容として正しいものはどれですか。なお、被選挙権とは立
候補できる権利のことを指します。 （2023年 富山県公立入試 類似）

1. 市町村長は住民の直接選挙によっ
て選ばれるが、都道府県知事は国の
代表としての性格を持つため、内閣
総理大臣によって任命される。

2. 内閣総理大臣は衆議院議員の中か
らのみ指名されるが、地方公共団体
の首長は20歳以上の住民であれば誰
でも直接選挙に立候補できる。

3. 都道府県知事の被選挙権は30歳以
上、市町村長の被選挙権は25歳以上
であり、いずれも住民の直接選挙に
よって選出される。

4. 地方公共団体の首長に立候補する
には、都道府県知事・市町村長とも
に30歳以上である必要があり、国会
による指名を経て就任する。

問10 地方自治法において、住民に直接請求権が認められている理由として、日本の民主主義の仕組みを踏まえた説明として最も適切なものはどれで
すか。 （2023年 宮城県公立入試 類似）

1. 国会議員による国政への介入を防
ぎ、地方独自のルールを優先的に適
用させるため

2. 選挙権を持たない住民であっても
、署名さえ集めれば自由に法律を制
定できるようにするため

3. 住民が選んだ代表者が、必ずしも
住民の意思を十分に反映した政治を
行うとは限らないため、その不備を
補う必要があるから

4. 地方公共団体の運営にかかる経費
を削減するために、議会を通さずに
迅速に意思決定を行う必要があるか
ら

問11 日本の地方自治において、小・中学校の設置やゴミの収集、戸籍の管理といった住民の生活に最も身近な行政サービスを直接担当し、地方公共
団体の中でも「基礎的な自治体」と位置づけられている組織は何ですか。 （2024年 福島県公立入試 類似）

1. 一部事務組合 2. 市町村 3. 都道府県 4. 広域連合

問12 地方公共団体が提供する行政サービスの財源となる歳入のうち、義務教育の実施や道路の整備など、国が特定の事業を行うために使い道を限定
して地方自治体に支出する資金を何と呼びますか。 （2022年 高知県公立入試 類似）

1. 地方交付税交付金 2. 地方債 3. 国庫支出金 4. 地方税

問13 地方公共団体の財政において、地方債が発行される状況や理由を説明したものとして、最も適切なものはどれですか。 （2023年 茨城県公立入試 類似）

1. 地方公共団体が自らの判断で自由
に使える「自主財源」が、全財源の
過半数を超えて余裕がある場合。

2. 国からの依存財源をすべて拒否し
、地方公共団体の財政を完全に独立
した形へ移行させる場合。

3. 日本銀行から直接資金を借り入れ
ることで、地域経済における通貨の
流通量を調整する必要がある場合。

4. 地方税などの自主財源や、国から
配分される依存財源を合わせても、
必要な支出に対して財源が不足する
場合。


